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３． 実証試験の手続きと手法 

 3.1 実証試験期間 
 本技術の実証試験のために平成１６年９月１６日から９月２９日の間の
８日間を設定し、この期間中に機器搬入、設置、試運転・調整等の立ち上げ

作業、顕熱抑制性能項目に関する試験及び検証、運転維持管理実証項目に関

する消費電力量、水消費量、熱交換器フィン表面温度などの測定及び確認作

業を行った。 

 3.2 実証対象機器の設定と立ち上げ 

(１)実証対象機器の設定 
 環境技術開発者が実証試験で使用するエアコンディショナの設置、配管、
周波数固定作業等を行い、室外機に実証対象機器を実証試験に支障がない

ように取り付けた。 (図１－２参照)  

(２)立ち上げ方法 
 立ち上げは以下の順序に従って行った。 
① 運転準備前に、測定環境室の湿度調整用ウイックを新品に交換した。 
② 湿度測定用水タンクに蒸留水を補給した。 
③ 測定室加湿用水タンクに食塩を規定量添加した。 
④ 噴霧等に使用する蒸留水をタンクに満たした。 
⑤ 噴霧等ノズル使用圧力になるよう、加圧ポンプによりあらかじめ

0.15ＭＰaに調整した。 
⑥ ④の水は、測定環境室の測定環境に２４時間放置した。 
⑦ エアコンディショナを測定用チャンバーに取り付けた。 
⑧ 上記完了後、環境技術開発者により室内外配管が行われた。 
⑨ 室内側及び室外側の温度及び湿度を実証試験要領に規定された条

件に設定する。 
⑩ 環境技術開発者の立会いの下試運転を行い、その結果を環境技術開

発者に報告し、疑義がないことを確認した上で、本試験に移行した。 

(３)運転及び維持管理方法 
 測定環境室の室内側試験室及び室外側試験室の温湿度が所定の試験条
件になったことを確認し、運転を開始した。運転開始後 1時間以上を経過
した後で、測定環境室により安定運転が確認された時点から実証試験を開

始した。 
 実証対象機器の運転・維持管理については、環境技術開発者から提供さ
れた「運転及び維持管理マニュアル」に従い実施した。 
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 3.3 顕熱抑制性能実証項目の実証試験 
 実証対象機器の運転時における顕熱抑制性能の実証を行うために、表３－
１の項目を測定した。 
 

表３－１ 顕熱抑制性能実証項目の測定方法 
 

試験項目 内   容 

 
 

顕熱抑制率 

顕熱抑制機器停止時及び運転時における室外機吹出空気の顕熱発
生量を測定した。停止時及び運転時の顕熱発生量の差から顕熱抑制
量を求めた。吹出空気の顕熱発生量は、JIS B8615-1に示されてい
る室外側空気エンタルピー法により測定した。 
顕熱制御率は、顕熱抑制量を停止時における空冷室外機の顕熱発生
量で除して求めた。 

 

冷房能力向上率 

顕熱抑制機器停止時及び運転時における冷房能力を、JIS B8615-1
に準拠して室内側空気エンタルピー法で測定した。 
冷房能力向上率は、運転時における冷房能力と停止時における冷房
能力の差を停止時における冷房能力で除して求めた。 

 
消費電力削減率 

顕熱抑制機器停止時及び運転時における消費電力を消費電力計に
よって求めた。消費電力削減率は、停止時における消費電力量と運
転時における消費電力利用の差を停止時における消費電力量で除
して求めた。 

 
 顕熱発生量、冷房能力及び消費電力量を算出するため、 測定環境室(空気
エンタルピー法測定装置、消費電力計、熱電温度計等を使用して表３－２に

示す試験を行った。 
 また、試験は実証試験要領により、安定後５分ごとに７回の試験を行うこ
ととなっており、本試験においては、安定後 10 秒毎にデータを収集するこ
ととし、その６データの平均値を 1分間値とし、さらに 1分間値の５データ
の平均値を１試験データとし、連続した７試験データの平均値を試験結果と

した。 
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表３－２ 顕熱抑制性能に関する試験項目 
 

試験項目 単位 内   容

電源周波数 Hz 冷房機及び顕熱抑制装置に供給される電源周波数

電源電圧 V 冷房機及び顕熱抑制装置に供給される電源電圧

運転電流 A 冷房機及び顕熱抑制装置が消費する電流

消費電力 kW 冷房機及び顕熱抑制装置が消費する電力

力率 ％ 消費電力／運転電流

冷房能力
（室内側計測）

kW 室内から単位時間あたりに除去できる熱量

冷房能力
（室外側計測）

kW 室外に単位時間あたりに加えることができる熱量

室内側受風室差圧 Pa 静圧モニター

室内側ノズル
前後差圧

Pa 風量測定用

室内側風量 ｍ/min 室内機吹出空気量

室外側受風室差圧 Pa 静圧モニター

室外側ノズル
前後差圧

Pa 風量測定用

室外側風量 ｍ３/min 室外機吹出空気量

室内側吸込空気
乾球温度

℃ 室内側環境管理及び能力測定用

室内側吸込空気
湿球温度

℃ 室内側環境管理及び能力測定用

室外側吸込空気
乾球温度

℃ 室外側環境管理及び能力測定用

室外側吸込空気
湿球温度

℃ 室外側環境管理及び能力測定用

室内側吹出空気
乾球温度

℃ 能力測定用

室内側吹出空気
湿球温度

℃ 能力測定用

室外側吹出空気
乾球温度

℃ 能力測定用

室外側吹出空気
湿球温度

℃ 能力測定用
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 また、顕熱抑制性能実証項目に係る参考測定データとして、重量測定装置
(水量測定用)、温度計等を使用して表３－３の項目を測定した。 
 

表３－３ 参考測定データの測定方法 
 

試験項目 内 容 
 

冷房ＣＯＰ向上率 
冷房ＣＯＰ(エネルギー消費効率)は冷房能力を消費電力で除し
て求めるもので、向上率は、運転時における冷房ＣＯＰを停止時
における冷房ＣＯＰで除して求めた。 

 
 

潜熱化率 

噴霧水の温度及び蒸発量(吹出空気に含まれる水蒸気の運転時と
停止時の差)を測定し、蒸発した水が空気から得た熱量(気化に必
要な熱と、気温と水温の差による水顕熱の和)を求めた。これを
停止時における空冷室外機の顕熱発生量で除して求めた。 
((気温－水温)×比熱×蒸発量＋気化熱×蒸発量)／顕熱発生量 

 
 
 

水への熱移行率 

蒸発しなかった噴霧水の温度上昇にかかる熱量を噴霧水及び余
剰水の温度、余剰水の水量から算出した。これを停止時における
空冷室外機の顕熱発生量で除して求めた。ただし、噴霧水の外部
への飛散や空冷室外機内部での滞留などにより余剰水量の全量
を計量ができず、余剰水回収パレットで回収した水量のみを計量
したことから、あくまで参考値として取り扱うこととした。 
((余剰水温度－噴霧水温度)×比熱×余剰水量)／顕熱発生量 
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3.4 環境負荷実証項目の実証試験 

(１)環境物質排出量 
 日常的に使用される防錆剤、スケール除去剤がないことから、評価は行
っていない。 

(２)有害菌類対策 
 水道水、工業用水を使用するもので、また、余剰水の循環使用を行わな
いことから、評価は行っていない。 

(３)その他 
 実証対象機器から空冷室外機の周囲に飛散する水滴について、目視によ
る評価を行った。 

3.5 運転及び維持管理実証項目の実証試験 

(１)消費電力量 

 実証対象機器で消費する電力量を消費電力計で計測し、1時間あたりの
消費電力量(Ｗ)を測定した。また、電磁弁等制御器の電気配線にクランプ
ロガー(自記式電流計)を設け、連続的に運転状況(噴霧パターン)を測定し
た。 

(２)水消費量(噴霧水量) 
 水供給用水槽の使用前後の水重量を重量計で計量し、1 時間あたりの水
消費量(kg)を測定した。なお、余剰水量も同様の方法で測定した。 

(３)その他の反応剤等消費量 
 日常的に使用される防錆剤、スケール除去剤がないことから、評価は行
っていない。 

(４)エアコンディショナの冷房性能・寿命への影響の可能性 
 水噴霧による熱交換器フィンへの影響に関する参考データとして、温度
分布解析システム(サーモグラフ)により、フィン表面の温度変化を観察し
た。 

(５)その他の運転及び維持管理実証項目 
 運転及び維持管理実証性能に関する以下の項目について、実証試験時の
運転結果、及び環境技術開発者から提出された運転及び維持管理マニュア

ル、技術仕様書等により評価を行った。 
 ・実証対象機器の運転・維持管理に必要な人員数と技能 
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 ・メンテナンスの効果及び容易性 
 ・運転及び維持管理マニュアルの評価 

(６)その他の実証項目 
 実証試験要領に記載されている実証項目に加えて、運転時の安全性に関
する以下の項目を試験し、電気用品安全法の経済産業省令で定める技術上

の基準により評価した。 
 ・実証対象機器の絶縁性(充電部と人が触れる金属部分の表面間の絶縁 
  試験) 
 ・実証対象機器の漏えい電流(電源の１線と対地間の漏えい電流) 
 ・実証対象機器の温度上昇(絶縁階級による温度上昇試験) 

 3.6 その他 
 実証試験の参考とするため、実証対象機器の設置されている施設の現地
調査を行い、簡易温湿度計による室外機吸込空気及び吹出空気の温湿度の

簡易計測、周辺への噴霧水の影響などの運転状況を確認するとともに、施

設管理者への運転及び維持管理面での課題や省エネルギー効果などのイ

ンタビューを行った。 
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４． 実証試験結果と検討 

 4.1 顕熱抑制性能実証項目 
 試験条件１の試験結果を表４－１に、試験条件２の試験結果を表４－２
に、室外機吹出空気の温度変化を図４－１にそれぞれ示した。なお、顕熱

抑制性能の計算は、実証試験手順書(顕熱抑制性能における実証項目計算
根拠)により算出した。 
 

表４－１ 試験条件１による試験結果 
 

項目 単位 測定値等
入口空気乾球温度 ℃ ２７．１０ 

室内側 
入口空気湿球温度 ℃ １８．９８ 
入口空気乾球温度 ℃ ３４．９７ 

室外側 
入口空気湿球温度 ℃ ２３．９４ 
水温 ℃ ２５．５ 
水圧 MPa ０．１５以上 

試験 
条件 

運転モード － タイマーによる間欠運転 
(ＯＮ5秒、ＯＦＦ15秒) 

吹出し空気乾球温度 ℃ ４４．０９ 
吹出し空気湿球温度 ℃ ２６．０７ 
吹出し風量 ㎥/min １０４．１７ 
顕熱発生量 kW １７．５ 
冷房能力 kW １２．９９１ 
消費電力 kW ４．８２９ 

停止時 

冷房ＣＯＰ － ２．６９０ 
吹出し空気乾球温度 ℃ ４２．７５ 
吹出し空気湿球温度 ℃ ２６．５３ 
吹出し風量 ㎥/min １０２．７９ 
使用水量 Kg/h １４．９５８ 
顕熱発生量 kW １４．９ 
冷房能力 kW １３．４３６ 
消費電力 kW ４．６８２ 
冷房ＣＯＰ － ２．８７０ 

蒸発水量 Kg/h ６．０ 
余剰水量 Kg/h ９．５１２ 

運転時 

参
考
値 余剰水温度 ℃ ３１．８ 

顕熱抑制率 ％ １４．６ 
冷房能力向上率 ％ ３．４ 
消費電力削減率 ％ ３．０ 
冷房 COP向上率 ％ ６．７ 
潜熱化率 ％ ２３．８ 

試験 
結果 

機器性能 
参
考
値 水への熱移行率 ％ ０．４
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表４－２ 試験条件２による試験結果 
 

項目 単位 測定値等
入口空気乾球温度 ℃ ２６．９８ 

室内側 
入口空気湿球温度 ℃ １８．９８ 
入口空気乾球温度 ℃ ２９．９６ 

室外側 
入口空気湿球温度 ℃ ２４．９５ 
水温 ℃ ２９．３ 
水圧 MPa ０．１５以上 

運転モード － タイマーによる間欠運転 
(ＯＮ5秒、ＯＦＦ15秒) 

吹出し空気乾球温度 ℃ ４１．９７ 
吹出し空気湿球温度 ℃ ２７．３７ 
吹出し風量 ㎥/min ７５．３１ 
顕熱発生量 kW １６．７ 
冷房能力 kW １２．８４５ 
消費電力 kW ４．４６７ 

停止時 

冷房ＣＯＰ － ２．８７５ 
吹出し空気乾球温度 ℃ ４０．７２ 
吹出し空気湿球温度 ℃ ２７．５５ 
吹出し風量 ㎥/min ７６．８８ 
使用水量 Kg/h １５．００７ 
顕熱発生量 kW １５．３ 
冷房能力 kW １３．１５４ 
消費電力 kW ４．３６６ 
冷房ＣＯＰ － ３．０１３ 

蒸発水量 Kg/h ０ 
余剰水量 Kg/h １１．６２３ 

運転時 

参
考
値 余剰水温度 ℃ ２７．６ 

顕熱抑制率 ％ ８．１ 
冷房能力向上率 ％ ２．３ 
消費電力削減率 ％ ２．２ 
冷房 COP向上率 ％ ４．６ 
潜熱化率 ％ ０．１ 

機器性能 
参
考
値 水への熱移行率 ％ －０．１
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図４－１ 室外機吹出空気の温度変化 
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 4.2 環境負荷実証項目 
 実証対象機器から空冷室外機の周囲に飛散する水滴について確認した
ところ、水噴霧開始時及び終了時にわずかに水滴の飛散が認められた。 

 4.3運転及び維持管理実証項目 

(１)消費電力量 
 実証対象機器で消費する電力は、1時間あたり、試験条件１では 4.84W/h
試験条件２では 4.93W/hであった。また、クランプロガーで測定して運転
状況(噴霧パターン)を図４－２に示す。 
 
○試験条件１ 

 
 
             
噴霧時間 
ＯＮ：５秒 
ＯＦＦ：１５秒 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○試験条件２ 
 
 
 
噴霧時間 
ＯＮ：５秒 
ＯＦＦ：１５秒 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図４－２ 実証対象機器の運転状況(噴霧パターン) 
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(２)水消費量(噴霧水量) 
 実証対象機器で消費する水は、1時間あたり、試験条件１では 14.958kg、
試験条件２では 15.007kg であった。また、余剰水としてパレットで回収
された余剰水は、試験条件１では 9.512kg、試験条件２では 11.623kgであ
った 

(３)エアコンディショナの冷房性能・寿命への影響 
 温度分布解析システムによるフィン表面の試験条件１における観察結
果を図４－３に示す。実証対象機器の運転直後の 37℃から 36℃で安定し
ており、また、目視では室外機への水滴の吸込みは確認できなかった。 
 

 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
  ●温度測定箇 
 
 
 37.0℃ 36.6℃ 36.3℃ 

室外機フィン表面 冷却水滴下前 滴下５サイクル後 滴下 10サイクル後 
 
 
 
 
 
 

 

36.0℃   
●マット表面測定箇所 33.8℃ 

   滴下 20サイクル後 マット表面温度の観察 

図４－３ 熱交換器フィン表面の温度変化 
 

(３)その他の運転及び維持管理項目 
 実証試験時の運転結果、及び環境技術開発者から提出された運転及び維
持管理マニュアル、技術仕様書等から評価した定性的所見を表４－３に示

す。 
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表４－３ 運転及び維持管理項目の定性的所見 
 

項 目 所  見 

実証対象機器の運
転・維持管理に必要
な人員数と技能 

一人で操作が可能。通常の運転であれば特殊な技能は必要ない。

 
 
メンテナンスの効果
及び容易性 

取扱説明書において、日常点検、シーズン終了後の対応などが記
載されている。 
水使用による熱交換機フィンへの温度影響(２１頁に掲載) 
 
 

 
運転及び維持管理マ
ニュアルの評価 

機器の取り付け、調整の方法、シーズン中の日常点検、シーズン
終了後の整備方法が簡潔に記載されている。 

その他 電気安全性(22頁に掲載) 

 
 4.4 その他 

(１)安全性に関する試験 
 実証対象機器は電気的に安全であり、その試験結果を表４－４に示す。 
 

表４－４ 安全性に関する試験結果 
 

項 目 所  見 
 
実証対象機器の絶縁性 
 

充電部とアースするおそれのある非充電金属部との間 
絶縁抵抗：＞１００ＭΩ（通電前後） 
絶縁耐力：ＡＣ１，０００Ｖ １分間 異状なし 

 
実証対象機器の漏洩電流 
 

充電部とアースするおそれのある非充電金属部との間 
Ｌ１：０．００３ｍＡ 
Ｌ２：０．００３ｍＡ 

 
実証対象機器の温度上昇 
 

連続通電時 
電磁弁表面：３６．０℃（基準：９０℃） 
周囲温度 ：２８．０℃（基準：３０℃） 
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(２)現地調査 
 実証対象機器が既に設置されている施設の現地調査結果を表４－５に
示す。 
 

表４－５ 現地調査結果の概要 
 
項 目 調査結果 

 
 
調査対象施設 
 
 

・施設の概要：前面が道路、裏が線路に挟まれたコンビニエンスス 
       トア(2階建ての 1階部分) 
・エアコン等設置状況：室外機専用設置室内に冷凍機、空調機用室 
           外機が設置 
・調査時の天候等：晴れ、風速 1.5m/秒 
         乾球温度 30.8℃、相対湿度 36.2％RH      

 
実証対象機器
の設置状況 
 

・設置状況：中低温用冷凍機(29.9冷凍トン)、低温用冷凍機(1.96 
      冷凍トン)の室外機に設置。 
・設置時期：平成 16年４月 

 
 
実証対象機器
の運転状況 
 
 

・運転状況：噴霧水として水道水を利用 
・室外機の状況：フィンへの水の飛散はなく、腐食、スケールの発 
        生はなかった。 
・周辺への影響：周囲への水滴の飛散はなく、マットにわらくず等 
        が付着しフィルターの役割をしていた。 

 
 

その他 
 
 

・設置効果(保守管理受託業者) 
 ・省エネルギー性能は調べていない。 
 ・実証対象機器の設置後、冷凍機が高圧カットにより停止するこ 
  とが無くなった。 
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５．データの品質管理 
 本実証試験を実施するにあたりデータの品質管理は、大阪府環境情報セン
ター及び(財)電気安全環境研究所が定める品質マニュアルに従って実施し
た。 

(１)試験結果の精度管理 
 本実証試験の精度管理のために、実証試験終了後に改めて検証試験を行
ったところ、各試験項目の誤差は冷房能力で 2.2％、吹き出し空気温度で
1.5％、その他の項目で 0.3％以内であった。本実証試験の結果として、試
験条件１では顕熱抑制率が高かった実証試験の結果を採用した。ただし、

試験条件２では、顕熱抑制率の高かった検証試験において、吹出し空気の

絶対湿度[0.0171kg/kg(DA)]が吸込み空気の絶対湿度[0.0180kg/kg(DA)]
を下回る結果となったことから、実証試験の結果を採用した。 

(２)実証試験設備・機器の検定・校正 
 本実証試験で使用した主要な設備・機器の検定・校正については、年 1
回の頻度でその適格性について検証を実施している。ＪＩＳＢ８６１５－

１，試験条件１（Ｔ１条件）及び試験条件２で要求される測定精度を充分

満足するものである。なお、校正品目が多数に及ぶため付録「実証試験手

順書」にその詳細を記載する。 
 

６．監査 
 本実証試験で得られた品質監査は、大阪府環境情報センター及び(財)電気
安全環境研究所が定める品質マニュアルに従って行った。 
 実証試験が適切に行われていることを確認するために実証試験の期間中
に試験状況を確認するとともに、実証試験終了後の平成１７年１月２５日に

実証試験計画書、作業手順書及び試験結果について内部監査を行った。 
 この内部監査は、本実証試験から独立している大阪府環境情報センター環
境科学室長を内部監査員として任命して実施した。 
 その結果、実証試験は品質マニュアルに基づく品質管理システムの要求事
項に適合し、適切に実施、維持されていることが確認された。 
 内部監査員は内部監査の結果を品質管理責任者及び大阪府環境情報セン
ター所長に報告した。 
 内部監査の結果は別途業務報告書に示す。 
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７．その他 
 本実証試験において、ヒートアイランド対策技術として推奨するものとし
て環境技術開発者から得た製品データを以下に示す。 
 

項目 環境技術開発者 記入欄 
名称／型式 エコクーリングマット／MAX-M1210SG, MAX-M1204SG, MAX-W202Ｔ

製造（販売）企業名 （株）不二工機 
対応エアコン能力 実証試験は１４ｋＷにて実施  （室外機開口部寸法に合致する範囲迄可） 

TEL／FAX （０３）５４５６－４２３１   ／（０３）５４５６－１１４０     
Webアドレス http://www.fujikoki.co.jp        

連
絡
先 E-mail ―――――――――――――――― 
サイズ／質量 （ｗ）1000・1200・1450・1600・1900など各種有 
電源 ＡＣ１００Ｖ又はＡＣ２００Ｖ 
対応できるエ
アコン制約 室外機開口部寸法による。１面または２面標準。 

必要水圧 ０．１ ～ ０．３  ＭＰａ 
推奨使用条
件等 室外機開口部寸法に適合するサイズのマット寸法を選定。 

設
置
制
約
条
件

設置場所制約 設置スペースの確保を要す。 
エアコンの冷房性
能・寿命への影響 ショートサイクルや夏場の冷却能力低下による高圧カットを防止。 

機器の信頼性 フィールドテストにて３年の実績有 
トラブルからの復帰
方法 

供給水の水質により、ｽﾄﾚｰﾅに異物が溜った場合、定期的にｽﾄﾚｰﾅ  
ﾌｨﾙ ﾀｰの目詰り確認・清掃が必要。 

その他 マットはフィルターの役目をする為、汚れにより圧損が大きくなることが
ある。但し、性能には殆ど影響はない。 

実証対象機器寿命 マット材は２年以上 
イニシャルコスト 

 参考価格 ５ＨＰ  １５万円以下
 タイマー  無し  ・ 有り ―――― ―――― 
 （水道･電気･冷媒・取付工事費等は別途） ――――  ―――― 
    

コスト概算 
 

 合  計 ―――― １５万円以下 
 ○ その他メーカーからの情報 
◇本製品は実証試験での評価項目（省エネ性・顕熱抑制効果）の他、以下の特長がある。 
・フィンに直接水を掛けないため、アルミフィンの腐食やスケール付着なし 
・コンデンサに付着する、ゴミや排気ガスを低減するフィルター効果 
・コンデンサを直射日光から遮り、温度上昇を防止する日除け効果 
・ショートサイクルや夏場の冷却能力低下による高圧カット防止 
◇弊社での試験データ 
フィールド試験：設置環境温度 43℃の時、 電力２３％低減、高圧圧力 0.1～0.2Mpa低減 

（2004年 8月 10ＨＰエアコンによる自社ﾌｨｰﾙ ﾄ 試゙験結果） 
実機試験結果：室外 43℃×26%RH時の電力 5.8％低減・ＣＯＰ6.9％向上（実証試験と同様、

実証試験機５ＨＰエアコンによる自社試験結果。連続 ON時の比較）。 
実際は冷房能力 UPによる運転率低減により約 20％の消費電力低減となる。 

(参考) 1時間あたりのコスト試算：削減電気料金(4.65KWh×@0.022円/Wh×20%) ：２０．４６円
                     ランニングコスト（水道料＋電気代）          ： ３．５３円
           ※削減電気料金、ﾗﾝﾆﾝｸ ゴストは設置場所や環境条件によって異なります。 
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８． 付録 
 
8.1 実証試験手順書 

 
8.2 実証試験データ記録表（省略） 
 
8.3 現地調査結果（省略） 


